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〔論　　文〕

育児短時間勤務取得の決定要因と賃金への影響

横　山　真　紀

要　旨
本稿は，育児短時間勤務制度について，21世紀職業財団の「育児をしながら
働く女性の昇進意欲やモチベーションに関する調査」（2013）を用いて，①育児
短時間勤務の利用の決定要因，②短時間勤務の取得期間がその後の賃金へ与え
る影響を分析した．2010年改正以後，短時間勤務は採用コースにかかわらず正
社員女性の約半数が利用している．義務化以後，利用は増えたが，慢性的な長
時間職場で利用が下がり，育児をする人をサポートする職場ほど増え，夫が自
営業の場合利用が下がるという効果が見られた．短時間勤務制度の取得が賃金
に与える影響をみると，3年を超える利用から現在の年収を有意に引き下げるこ
とがわかった．5年を超えると現在年収を 3割も下げていた．女性の就業継続を
考えた場合，法律による義務化だけではなく，短時間勤務制度の利用に向け職
場環境を整えていく必要がある．同時に，女性のキャリア発展を考えると，短
時間勤務制度の利用がキャリアに与える影響を企業が明らかにし，利用期間が
長期になりすぎないようにする努力が，女性とその配偶者に求められるだろう．

1．研究の背景と目的

2010年 6 月，改正育児・介護休業法の施行に
伴い，これまで選択的措置義務の一つであった
短時間勤務制度を設けることが事業主に義務付
けられた．その後 2年間は小規模企業では実施
が免除され，2012年 7 月から全ての企業規模で
の施行となった．
育児による短時間勤務制度は，3歳に満たな
い子を養育する労働者について，1日の労働時
間を原則として 6時間とする措置を含む制度で
ある．それ以前は，育児休業法が施行された
1992年より，「短時間勤務制度」「フレックスタ
イム制」「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」「所
定外労働をさせない制度」「託児施設の設置運
営その他これに準ずる便宜の供与」などのうち
いずれかの制度を設けることが事業主に義務付
けられていた．図 1は導入の推移を示したもの

である．線グラフは，短時間勤務制度を含む上
述の何らかの制度を導入していた企業割合の推
移を示し，棒グラフは，そのうち短時間勤務制
度を導入している企業の割合を示している．調
査年によって欠損はあるが，企業規模が大きく
なるほど制度の導入割合が高いことがわかる．
短時間勤務制度導入が義務化された2010年以降
は，100人以上規模の企業では何らかの制度を
導入している企業割合，短時間勤務制度導入割
合が共に 9割を超えており，中規模～大規模企
業において短時間勤務制度が広く導入されてい
る制度であることがわかる1．
利用者はどうだろうか．義務化された2010年

時点では，選択的措置制度のうちいずれかの制
度がある企業における育児休業から復帰した女
性2に対して，5 ～ 29人企業規模では28.7％，30
～ 99人では32.6％，100 ～ 499人では42.0％，500
人以上規模企業では45.0％が短時間勤務制度を
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利用している（厚生労働省『平成22年度雇用均
等基本調査』）．また，『第15回出生動向基本調査』
（国立社会保障・人口問題研究所）によると，正
規雇用者に限定した短時間勤務制度の利用率は，
2015年時点の同調査において，第1子の出生年
が2000 ～ 04年の場合21.0％，2005年～ 09年の場
合25.7％，2010 ～ 12年の場合43.9％と，第 1子
の出生年が近年になるほど利用が増加している．
企業規模別では，1 ～ 29人10.0％，30 ～ 99人
19.3％，100 ～ 299人20.7％，300 ～ 999人40.8％，
1000人以上41.2％となっており，勤め先規模が大
きくなるほど利用が進んでいることが分かる．女
性労働力活用の機運や制度の義務化に伴い，短
時間勤務に対する認知や理解が進み，今後ます
ます多くの労働者が短時間勤務制度を利用して
就業と子育てを両立していくと予想される中で，
しかし課題も浮き彫りになってきている．多くの
調査・研究で指摘されているのは，その長期利
用によるキャリアへの影響である．短時間勤務
制度がある事業所における最長利用可能期間は，

「 3歳に達するまで」が最も高く59.7％，次いで「小
学校就学の始期に達するまで」が19.8％，「小学
校就学の始期に達するまで以上」としている企
業が36.6％と，非常に長期に渡る短時間勤務の利
用が可能であることがわかる（厚生労働省『平
成27年度雇用均等基本調査』）．松原（2012）は，
「制度充実による適用期間の延長や複数人数の子
の出産・育児による制度利用によって，育児休
業を含むと5 ～ 10年以上フルタイム勤務をしな
いケース」を紹介しており，そのような長期に渡
る短時間勤務と，その間の仕事の質の変化が組
み合わさると，将来的にフルタイム勤務者との間
に能力格差が生じる可能性を指摘している．
育児期の女性が短時間勤務制度を利用する
と，一時的に人的資本の蓄積が出産前までと比
較すると停滞することになると考えられる．企
業側にとっては，そのような時期になるべく人
的資本を低下させないよう雇用管理することが
人材の持つ能力を最大限に生かすためにも重要
であろう．

図1　育児のための所定労働時間の短縮措置等の制度導入
及び短時間勤務制度導入の推移（企業規模別）

出典：労働省『女子雇用管理基本調査』（平成8年），厚生労働省『女性雇用管理基本調査』（平成14年，17年），『雇
用均等基本調査』（平成20年～ 28年）より筆者作成．
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本稿の問題意識は，以下の 2点に集約される．
1つは，短時間勤務取得の決定要因に関するも
のである．短時間勤務制度は義務化されたとは
いえ，正規雇用者の 9割前後が利用する育児休
業と比較するとその利用率は最近でも 4割前後
の制度であり，制度があったとしても利用しな
い者も多数存在する．短時間勤務制度を利用す
る・しないの決定に影響を与えているのは，ど
のような変数なのだろうか．義務化によって取
得の決定要因に変化はあったのだろうか．2つ
目は短時間勤務取得と賃金の関係である．短時
間勤務を取得することで，現在の年収にどのよ
うな影響があるのか．これら 2つの視点から短
時間勤務制度を概観していく．

2．先行研究

これまでの両立支援策と女性の就業に関する
研究では，育児休業制度，短時間勤務制度など
の両立支援策が女性の就業継続を促すことが確
認されている（例えば滋野・大日，1998；駿河・
張，2003）．両立支援策取得の決定に関する先
行研究として，阿部（2005）は，㈶家計経済研
究所『消費生活に関するパネル調査』の第 1回
調査（1993年）から第11回調査（2003年）を用
いて，育児休業制度を取得して就業を継続して
いるのは，就業中断による機会費用が高い高学
歴者や長期勤続者などの，十分に大きな人的資
本を蓄積している女性であることを明らかにし
ている．1994 年に連合総合生活開発研究所が
実施した『仕事と育児に関する調査』の個票デー
タを用いた西本（2004）においては，逆に，育
児休業を取得することによる機会費用が高いフ
ルタイム就業者は育児休業を取得しないか，取
得しても早期に職場復帰する可能性が高いこと
を示している．両研究においては正反対の結果
が出ているように見えるが，これは使用した
データのサンプルの違いによると考えられる．
阿部（2005）では出産時退職を選択した女性も
含めた，出産前就業していた女性全体のデータ
を用いていることから，全体でみると就業中断

の機会費用が高い女性が育児休業を利用して就
業継続している（利用期間は推計されていな
い）．対して西本（2004）は連合総研の加盟組
織に配布した個票データを使用しており，就業
中断者は含まれていないことから，就業継続者
のみで見てみると人的資本の高い人は育児休業
を取得しない，または取得しても早く復帰する
ということなのだろうと考えられる．
これまで企業の両立支援施策の関心の中心は
育児休業制度であり，短時間勤務取得の決定要
因を分析した研究は筆者の知る限りない．短時
間勤務制度に関する研究は，その利用が長期に
渡った場合のキャリアに及ぼすネガティブな影
響を明らかにしたものが多い．短時間正社員と
フルタイム勤務者の仕事では仕事内容や質に違
いがあり，これらが中長期的に両者の知識やス
キルに格差をもたらす可能性があることが明ら
かになっている（松原，2012，武石，2013など）．
ただし，そのような負の側面だけではなく，短
時間勤務制度の正の効果として，2010年の単独
措置義務化が大卒者を中心に第 1子の出産確率
を上げ，無子者の出産意欲を上げことが永瀬
（2014）によって示されており，短時間勤務制
度がなければ正社員が子どもを持てない確率が
上がると考えられる．

3．使用するデータ

本稿は，21世紀職業財団が行った「育児をし
ながら働く女性の昇進意欲やモチベーションに
関する調査」（2013）の回答者2,500名のデータ
を用いて分析を行う．本調査は，調査会社のモ
ニターの中で，子どもを持ちながら300人以上
企業規模の民間企業で正社員として働く女性に
対してインターネット調査を行ったものであ
る．本データは，「正社員」であり，しかも「子
どもがいる」，「301人以上企業規模の民間企業
に勤務」する「女性」という限定的なグループ
を取り扱ったデータであることを明記してお
く．しかし，「比較的大規模企業に勤める子ど
もを持つ正社員女性」という特定のグループ層
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の特徴をよく捉えた最近のデータとして貴重で
ある．本調査の特徴は，育児休業制度，短時間
勤務制度についての潤沢な情報に加え，末子出
産後職場復帰時の職場環境などが回顧的に把握
できる点である．分析対象を59歳以下とし，短
時間勤務制度が法制度として登場する前の1991
年以前の末子出産者を分析から除き，さらに末
子出産時の短時間勤務に焦点をあてるため，末
子出産後に一旦離職した女性を除いた1458人を
分析対象とする．

4．現行法による規定と実際の利用

4.1現行法による規定
現行の改正育児・介護休業法では，日々雇用

される者および 1日の所定労働時間が 6時間以
下の者を除く労働者が短時間勤務制度を利用す
ることができる．法律上は，正規・非正規，男
女の別にかかわりなく条件に当てはまれば取得
することが可能である．ただし，①雇用された期
間が 1年未満の労働者，② 1週間の所定労働日
数が 2日以下の従業員，③業務の性質又は業務
の実施体制に照らして，短時間勤務制度を講ず
ることが困難と認められる業務に従事する従業
員については，労使協定により適用除外とする
ことができる（ただし，③については代替措置
を取らなければならない）．短時間勤務制度の導
入は1992年の育児休業法施行時であり，これま
で大きく2回改正が行われた．導入時には1歳
未満の子を持つ労働者に対する選択的措置義務
であったが，その後の2001年の改正で子の年齢
が 3歳未満に引き上げられ，2009年の改正にお
いて企業に対して単独で措置義務が課せられた．

4.2　実際の利用
本調査を使用して，雇用区分別3に短時間勤
務の取得割合が末子出産年によってどのように
変化してきたかを見たのが図 2である．出産年
は，育児休業法の改正に合わせて区分した．
2009年の法改正で義務化されたことはすでに述
べたが，2001年から2008年は 3歳未満の子を持

つ労働者に対して，「短時間勤務制度」「フレッ
クスタイム制」「始業・終業時刻の繰上げ・繰
下げ」「所定外労働をさせない制度」「事業所内
託児施設」「育児に要する経費の援助措置」「 1
歳以上の子を対象とする育児休業」のうちいず
れかの措置を事業主に義務付ける選択的措置制
度であった．またそれ以前の1992年から2000年
までは，子どもが 1歳未満で育児休業をとらな
い場合の代替措置として，やはり短時間勤務制
度を含むその他の制度と共に選択的な措置制度
であった．
図 2によると，全体的に近年の出産になるほ
ど利用割合が高まっている様子が見てとれる．
最近の出産では，いずれの雇用区分においても
5割前後が短時間勤務を利用しており，前出の
全国規模の調査では40 ～ 45％の利用率であっ
たことを考えると，本調査の回答者はそれほど
利用状況はかわらないものの 1割程度利用率が
高いと言える．
次に，図 3で雇用区分別に短時間勤務の利用
期間を示す（ここで示す取得期間は，子ども数
にかかわりなくこれまで取得した短時間勤務の
合計期間である4．一般職の方が総合職・准総
合職よりも利用が長期に渡るのではないかと想
像したが，雇用区分による違いというよりは，
経年による変化の影響が大きいことがわかる．
末子だけでなく第 1子からの短時間勤務取得期
間を合計すると，近年は半数以上が短時間勤務
制度を利用していることがわかる．松原（2012）
で指摘されたような短時間勤務の長期利用とし
て 5年 1か月以上の取得も各雇用区分で 1 ～
2割存在している．

5．誰が育児短時間を取得しているのか

5.1　短時間勤務制度利用の意思決定モデル
女性は短時間勤務制度を取得するかどうかを
どのように決定していると考えればよいのだろ
うか．雇用されている女性が出産した場合，次
の 3つの選択肢があると考えられる．①短時間
勤務制度を利用して就業継続する．②短時間勤
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図2　出産年別，雇用区分別，短時間勤務制度の取得の有無

図3　出産年別，雇用区分別，短時間勤務の取得期間

務制度を利用しないで就業継続する．③短時間
勤務制度を利用しないで就業中断する（離職す
る）．③の離職者は現在正社員である者しか使
用するデータには含まれていないため，ここで
は就業継続決定をした上で①と②をどのように
決定するかを考えざるをえない5．就業継続す
ることを既に決めている女性が，育児短時間制
度を利用するか否かは，短時間勤務制度を利用
しないで得られる期待所得と短時間勤務制度を
利用しないことによる費用の関係で決まると考

えられる．つまり，期待所得を（E），費用を（C）
としたとき，
E－C＞0ならば，①短時間勤務を利用しな
いで就業継続する
E－C≦0ならば，②短時間勤務を利用する
となる．期待所得は人的資本の蓄積によって
決まるが，その上で短時間勤務は，短期的にも
長期的にも期待所得にマイナスの影響を及ぼす
と予想される．まず短期的な賃金については，
多くの企業で短時間勤務中は短縮した時間分だ
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け，フルタイム勤務した場合に比べて賃金が下
がる．それに伴って賞与の算定にも影響が出る．
また，より長期で見ると，短時間勤務取得中に
昇格が遅延したり，退職金の算定から勤務時間
短縮分が控除されたりする場合，やはり賃金に
はマイナスの影響を及ぼす．そのような直接的
な所得の減少のみならず，短時間勤務を取得し
たことによって仕事内容や質が変わり，昇進ト
ラックから外れてしまうリスクもある．ただし，
人によってそれをリスクと捉えるかどうかは異
なると考えられる．昇進したい人にとっては，
短時間勤務によって評価が下がったり昇進に遅
れが生じたりすることはリスクとなるが，そも
そも昇進をインセンティブと捉えない人にとっ
ては，短時間勤務によって昇進パスが損なわれ
てもそれは大きなダメージにはならないだろう．
一方で，短時間勤務を取得しない場合，その
間に育児や家事を行ってくれる人が代わりにい
るかどうか，それにかかる実質的な費用がどれ
くらいなのかと言ったことが問題となってく
る．また，中には子どもを長時間人に預けて就
業するということに心理的な負担を感じる人も
いるだろうと予想されるため，この費用には心
理的な費用も含まれる．加えて，職場環境や職
場における両立支援策がどの程度短時間勤務に
かかる費用を軽減することができるのかも短時
間勤務取得の決定に関わってくるだろう．例え
ば職場が慢性的な長時間労働を行っており，定
時で帰宅することができない場合，その分育児
を代替してもらわなければならない時間も長引
き，コストが上がる．また，職場が育児や介護
を行っている人をサポートするような雰囲気が
あるかどうかで，短時間勤務を取得する心理的
なハードルにも影響を与えるだろう．

5.2　仮説
意思決定モデルを踏まえると，期待所得が低
い場合，もしくは育児を他者へ代替した場合の
費用が高い場合に，短時間勤務を利用する人が
多くなると考えられる．これを前提に，①人的
資本，②家庭環境，③職場要因，④昇進意欲の

4つの観点から短時間勤務取得の決定要因につ
いて以下の仮説を立てる．
①　人的資本
人的資本は，学校教育と職場実地訓練（OJT）
によって習得される．人的資本の高さと短時間
勤務取得の決定については 2つの方向性が考え
られる．まず，人的資本が高いほど期待所得が
高く，短時間勤務を取得することによる機会費
用が高くなるため，短時間勤務を取得せず就業
継続をするという方向である．逆にもう一つの
方向として，賃金差を考慮した上では，人的資
本の高い女性ほど家庭での子どもの教育を重視
し，短時間勤務を取得して家庭での時間を増や
そうとするかもしれない．
②　家庭環境
家族内での育児費用の分担に着目して，配偶
者や祖父母と分担して育児を行うことができる
場合，一般的には人を雇って任せるよりもかか
る金銭的・心理的な費用は少ないと考えられる．
夫や祖父母の育児負担割合が高いほど，短時間
勤務を取得するコストを下げ，育児短時間勤務
を取得せず就業継続をすることができると予想
される．また，夫に関しては，育児分担の量よ
りも，保育園の迎えや子の病時など柔軟な対応
ができるかどうかが本人の短時間勤務取得の決
定に影響している可能性がある．
③　職場要因
職場要因については期待所得，費用の双方か
ら予想する．まず期待所得については，評価や
昇進の面で時短勤務者に対して不利な職場で
は，労働者は短時間勤務を取得せずに就業継続
すると予想される．ただし，そのような結果に
なるのは昇進を重要と考えている労働者に限ら
れるだろう．
短時間勤務を取得することによる費用に関し

ては，ここでは育児を代替した場合の実質的な
費用と，心理的な費用の両面から捉えることが
できる．実質的な費用の面から考えると，慢性
的な長時間労働である職場では，育児を他者に
代替してもらった場合のコストが高くつくため，
自分で短時間勤務を取得して就業継続をすると
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予想される．しかし，心理的な費用として考え
ると，長時間労働が蔓延している職場では，一
人だけ先に帰るという行動が取りづらいと考え
られる．そのような場合は，短時間勤務を取得
せず，育児を代替する選択をするかもしれない．
また，育児と仕事の両立に理解がある職場で
は，夕方以降は会議のスケジュールを組まない
などの配慮がなされる可能性や，フレックスタ
イム制が導入されていて短時間勤務にせずとも
勤務が可能という場合が考えられ，育児に関わ
る急なリスク対応が避けられ育児コストが下が
り，短時間勤務を取得せずに就業継続できると
考えられる．一方で，心理的な費用として考え
ると，育児と仕事の両立に理解がある職場では，
一人だけ先に帰ることに対する心理的なハード
ルが低く，逆に短時間勤務取得を促す可能性も
考えられる．
④　昇進意欲
本人の昇進意欲によって，期待所得や費用が
もたらす影響の大きさが異なるのではないかと
いう観点から，意欲に関する変数を投入する．
昇進意欲がある者にとっては，短時間勤務取得
によるキャリア発展への悪影響は避けたい問題
であるため，短時間勤務を利用せずに就業継続
しようと考えると予想される．逆に，昇進をそ
れほど重視しない者にとっては，短時間勤務取
得によるキャリアへの悪影響があったとしても
取得の決定には影響を与えないと考えられる．
この「意欲」は，短時間勤務取得に関わる期待
所得や費用を直接表すものではないが，それら
に影響を与えると考えられるため，昇進意欲を
考慮することにより，より現実に即した分析が
可能になると考える．

5.3　分析方法と変数
短時間勤務を取得した場合を 1，取得しな
かった場合を 0としたダミー変数を被説明変数
とし，2010年の義務化前後で短時間勤務取得の
決定要因にどのような変化があったのかプロ
ビット分析を行う．義務化前後とは，2009年以
降の末子出産（育児休業を 1年取得しているこ

とを考慮し，義務化の 1年前とした）と，それ
以前（短時間勤務が 3歳未満の選択的措置義務
であった2001年から2008年まで）の末子出産で
ある．ただし，末子出産時に「短時間勤務制度
はなかった」と回答したものは除いて分析を行
う．これは，短時間勤務をあえて取得しなかっ
たのか，制度自体がないために取得できなかっ
たのかの判別がつかなくなることを避けるため
である．また，出産時の勤続年数を説明変数に
加えるため，初職継続者（転職経験がなく，か
つ末子出産後に無職期間がないもの）のみを分
析対象とした．説明変数は表 1に示す．

6．短時間勤務取得の決定要因と賃金への影響

6.1　短時間勤務取得の決定要因
本人の人的資本，家庭内，企業内の短時間勤
務取得に関わる期待所得と費用に着目して，育
児短時間勤務取得の決定要因を分析した．結果
を表 2，記述統計量を表 3に示す．
まず左端の「全体」の結果を見ると，2009年
以降の出産（短時間勤務制度が単独措置義務）
と比較して，それ以前の2期間（1992 ～ 2000年
の 1歳までの選択的措置義務，2001年から2008
年の 3歳までの選択的措置義務）はいずれも負
の係数で1％水準で有意となっており，短時間勤
務制度の利用が拡大していることを示している．
①人的資本，②家庭環境，③職場要因，④昇

進意欲の 4つの観点から短時間勤務取得の決定
要因について確認してみると，まず①人的資本
について，2009年以降の短時間勤務制度の義務
化後は，学歴，勤続年数は短時間勤務の取得決
定に対して有意な変数は見られなかった．義務
化以前では，高卒と比較して短大・高専卒が
10％水準で，出産時の勤続年数 0 ~ 5年と比較
して16年以上が 5％水準で優位であったが，予
想したような「人的資本が高いほど，短時間勤
務を取得せず就業継続をする」，逆に「人的資本
の高い女性ほど家庭での子どもの教育を重視し，
短時間勤務を取得して家庭での時間を増やそう
とする」という傾向が得られたとは言えない．
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②家庭環境について，配偶者の育児負担割合
や祖父母からのサポートは義務化前後のいずれ
も短時間勤務取得の決定とは有意な関係がな
かったが，配偶者の職業については，「自営・
自由業」，「その他6」である場合，本人が短時
間勤務を取得する確率を下げる．5 ～ 10％の
有意水準であるためそれほど強い効果ではない
が，配偶者との育児分担は，短時間勤務の取得
の決定に関しては，育児の「量」というよりも
時間の柔軟性が重視されるのかもしれない．と
いうのは，通常，保育園は自宅近くにあり，迎
えのためには夕方16時～ 17時台に退社する必
要がある家庭が多いと考えられるが，配偶者の
勤め先が民間企業であると，男性が保育園の迎
えを行うことに対する無理解なども手伝って，
早い時間の退社は困難な場合が多いと予想され

る．しかし例えば配偶者が自営業で時間に融通
が利く場合は，自営業は自宅近くで開業されて
いる可能性も高いため配偶者に保育園の迎えを
任せやすいのではないだろうか．
③職場要因として投入した 4つの変数のう
ち，義務化の前も後も短時間勤務取得の決定に
影響を及ぼしていたのは，「短時間勤務を取得
すると当社では昇進がなくなる，または遅くな
る」ダミーであった．この変数は，本来，短時
間勤務を取得することが昇進に響くような職場
では，短時間勤務を取得せずに就業継続するの
ではないかと予想して投入したが，結果は予想
とは逆に短時間勤務取得に対して正の影響が
あった．これは，制度の広がりとともに短時間
勤務を取得した女性で，それを取得したことで
昇進に影響があったのだと現在強く意識してい

表1　説明変数の定義
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表2　短時間勤務制度取得の決定要因

る人が多いために，このような結果になったの
だと解釈した．もしそうであるとすると，取得
の決定要因として投入する変数としてはふさわ
しくないのかもしれないが，そのように感じた
人が多かったということは一つの興味深い結果
であると考える．
その他の職場に関する要因は，義務化以降に
有意な影響を及ぼしている．慢性的な長時間労
働である職場では，短時間勤務を取得する確率
が下がる結果になった．これは，長時間労働を
行うことで代替しなければならない育児の実質
的な費用よりも，長時間労働が蔓延している職

場では短時間勤務が取りづらいという心理的な
費用の方が大きいということだろう．また，職
場に育児中の人をサポートする雰囲気があるこ
とは短時間勤務取得を促していた．
職場の変数で多く義務化以後に有意な効果が
表れたことについては，義務化以前は短時間勤
務を取り入れやすい職場で短時間勤務が制度化
されていたが，義務化に伴い全ての企業が短時
間勤務制度を取り入れなければならなくなった
ことによって，短時間勤務になじまない職場で
の導入の結果がここに表れたのではないかと考
える．
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表3　記述統計量

④昇進意欲について，義務化前には昇進意欲
と短時間勤務取得は有意に負の関係にあった
（ 5％水準）．義務化前である2001 ～ 2008年は，
短時間勤務取得の対象となる子の年齢が引き上
げられ制度が充実してきてはいたが，まだ短時
間勤務を取得しない，制度自体がない者も約 6
割おり（図 2），そのような中で，昇進意欲のあっ
た女性は，短時間勤務取得を回避する方向で調
整したのかもしれない．義務化後には昇進意欲
の有無は短時間勤務取得の決定に有意な影響を
与えていないが，義務化後は短時間勤務を取得
する者が増えたことで，昇進意欲がある人も評

価などを気にせず短時間勤務を取得しやすく
なったのかもしれないが，ここでは可能性の言
及にとどめる．

6.2　短時間勤務取得が賃金に及ぼす影響
では次に，短時間勤務を取得することが賃金
にどのような影響を及ぼすかを分析する．被説
明変数を年収の対数とし，教育年数，勤続年数，
雇用区分，企業規模を基本の説明変数として（モ
デル 1），子ども数（モデル 2），短時間勤務取
得の有無（モデル 3），短時間勤務取得期間（モ
デル 4）を段階的に加え年収関数を推計したも
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のが表 4である．労働時間，職種や産業はここ
では考慮していない．
子ども数が増えると短時間勤務の取得確率が
上がり取得期間も延びるが，子ども数を考慮し
たとしても短時間勤務を取得すること自体が年
収を有意に引き下げている．しかし，短時間勤
務の総取得期間が合わせて 2年までであれば年
収には影響しない．子どもを持つ女性正社員で
あり，かつ301人以上企業規模に勤める初職継
続者という限定はあるが，年収を有意に引き下
げるのは 2年 1か月以上の短時間勤務利用であ
る．2年 1か月～ 3年の利用で13％，3年 1か
月～ 5年の利用で約22％，5年 1か月以上では
約30％の賃金に対するペナルティがある．

7．結論

本稿は，2010年の短時間勤務制度義務化に伴
い，今後ますます増加するであろう短時間勤務
取得者について，21世紀職業財団が2013年に

行った「育児をしながら働く女性の昇進意欲や
モチベーションに関する調査」を用いて，短時
間勤務制度取得の決定要因が義務化の前後でど
のように異なるのかを記述統計及び計量分析に
よって明らかにした．
就業継続をすることを前提とした女性の，短
時間勤務を取得するかしないかの決定には，
2010年の義務化以降，より職場環境が影響を及
ぼすようになっている．法律で義務化されたた
め，すべての雇用者が対象になった結果，長時
間勤務が蔓延している職場では取得しにくく，
育児に理解がある職場では取得しやすい傾向が
より鮮明になったのではないかと考える．短時
間勤務制度に関心の低かった職場を含めて運用
をどのように行っていくかが重要となるだろ
う．また，配偶者の就業時間の柔軟性が拡大す
れば妻の短時間勤務のニーズは下がる可能性が
あるかもしれない．
本稿では加えて，これまでケーススタディと
しての議論にとどまっていた短時間勤務制度の

表4　年収関数の推計
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利用がその後の賃金に及ぼす影響について，計
量的な分析を行った．2010年の措置義務化以降
は，正社員として働く有子女性のうち半数以上
が短時間勤務を取得しており，5年を超える長
期にわたる利用も各雇用区分で 1 ～ 2割見ら
れた．年収関数の推計を行ったところ，2年を
超える短時間勤務の取得は年収に対して有意に
マイナスの影響を持つことが示された．3年か
ら 5年までの利用で 2割，先行研究で指摘され
たような「 5 ～ 10年フルタイム勤務をしない
ケース」は 3割と，やはり大きく年収を引き下
げることが確認できた．
現行法では子が 3歳未満まで取得することが
可能である短時間勤務制度であるが，子どもが
2人いた場合，それぞれにつき 3歳まで短時間
勤務を取得すると（育児休業を 1年取得すると
して短時間勤務利用は子 1人につき 2年），合
計で 4年取得することになり，その場合その後
の年収を 2割引き下げるという大きな影響があ
るかもしれないということをよく理解して取得
する必要があるだろう．
1992年の導入から，大きく 2回の改正を経て，
短時間勤務制度を持つ企業，取得する労働者は
増加してきている．短時間勤務制度は，女性が
出産を経て就業継続するために育児休業制度に
続き重要な制度であることは疑いようがないだ
ろう．職場において，育児休業から女性がスムー
ズに職場復帰するために，短時間勤務が取得し
やすい職場環境を整えることが重要である．ま
た同時に，（長期の短時間勤務取得を一概に否
定するつもりはないが）女性のキャリア発展と
いう視点から考えた場合には，その利用がキャ
リアに影響を及ぼす影響を明らかにし，必要以
上に長期に渡らないようにする努力が，企業側，
取得する女性側とその配偶者に求められるだろ
う．

注
1  短時間勤務制度の導入が義務化される以前であっ
ても，選択肢の制度のうち，短時間勤務制度を導
入している企業が最も多かった．

2  2009年 4 月 1 日から2010年 3 月31日の間に育児休
業を終了し，復職した女性．

3  雇用区分は，「雇用区分なし」「総合職・準総合職」「一
般職」の 3区分から見ている．調査自体には「専
門職」も含まれていたが，サンプルサイズが小さ
かったため（173人），表示していない．また，「準
総合職」は現在の賃金を見ると総合職とほとんど
同じ傾向を示していたため，一つのグループとし
た．

4  通常，育児休業や短時間勤務の取得期間は，第 1
子についてのみ，もしくは末子に関してのみ聞い
ている調査が多いが，本調査では，短時間勤務制
度の利用期間を第 1子や末子分だけでなく全ての
子について合わせた総期間で聞いている．

5  ただし，この30年において層として実際に一番多
いのは出産退職者である．『第15回出生動向基本調
査』（国立社会保障・人口問題研究所）によると，
2015年時点においても，2010 ～ 2014年に第一子を
出産した女性の33.9％が出産退職している（出産前
から無職23.6％，就業継続（育児休業利用）28.3％，
就業継続（育児休業未利用）10.0％，不詳4.2％）．

6  配偶者の職種「その他」には，「派遣・契約労働者」
「パート・アルバイト」「現在は働いていない」「そ
の他」を含む．
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The Factors that Influence the Choosing of Short-Hour Option and the Impact of it’s Use on Wages

Maki Yokoyama

Summary

This paper analyzes the factors that influence the choosing of short-hour working and the 
impact on current wages. It is based on the Working Women’s Survey about women’s ambition 
to get promotions and their motivation to work, which was conducted by the Japan Institute for 
Women’s Empowerment & Diversity Management in 2013. 
The short-hour working option was made mandatory in 2010 for companies with over 101 
employees and fully implemented in 2012, the use of the option has been increased after the 
mandatory requirement regardless of the type of employment （although only among full time 
workers）.
The results showed that women tend not to choose the short-hour working option when they 
work at a workplace with a long hour working culture or their spouses are self-employed. On the 
other hand, women who work in a family-friendly atmosphere tend to choose the short-hour 
working option. The use of the option over 2 years decreased current wages significantly. There 
was a 30 percent decrease of wages when women used the option for over 5 years. 
It is important to create an environment in the workplace where women will feel at ease 
choosing the short hour working option when they return to work after child birth. At the same 
time, it is also important that companies advise their employees know how the use of short 
working hours can influence their career and that women and their spouses try not to overuse 
the option which could have a detrimental effect on their career development.
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